
 

 

 
１９９９（平成１１）年６月２３日「男女共同参画社会基本法」が公布されました。 

男女が、互いにその人権を尊重しつつ喜びも責任も分かち合い、その個性と能力を

十分に発揮することができる社会をめざし、その目的と理解を深めるため、毎年 6

月２３日から２９日の１週間を『男女共同参画週間』としています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会的・文化的に形成された性別（ジェンダー）に縛られず、各人の個性に基づいて共同参画する

社会の実現をめざしています。 
●目的 男女共同参画社会基本法第１条 「男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現する」こと 

●定義 男女共同参画社会基本法第２条 「男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享

受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」のこと。 

 

〇積極的改善措置（ポジティブ・アクション） 

男女共同参画社会基本法の定義では、男女が社会の対等な構成員として共に責任を担うこととしていますが、現

状では、女性の活動の場が少ないことから、男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれ

か一方に対し、当該機会を積極的に提供するために、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）があります。 

 

固定的な役割分担意識

にとらわれず、男女が

様々な活動ができるよ

うに社会の制度や慣行

の在り方を考える必要

があります。 

男女共同参画社会を実現するための５本の柱〈基本理念〉 
基本法では、男女共同参画社会を実現するための 5本の柱（基本理念）を掲げ、行政（国、地方

公共団体）と、国民それぞれが果たすべき役割（責務、基本的施策）を定めています。 

 

 

男女が対等な家族の構

成員として、互いに協

力し、社会の支援も受

け、家族としての役割

を果たしながら、仕事

や学習、地域活動等が

できるようにする必要

があります。 
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男女が社会の対等なパ

ートナーとして、あらゆ

る分野において方針の

決定に参画できる機会

を確保する必要があり

ます。 
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男女共同参画づくり

のために、国際社会と

共に歩むことも大切

です。他の国々や国際

機関と相互に協力し

て取り組む必要があ

ります。 
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男女の個人としての尊厳

を重んじ、男女の差別を

なくし、男性も女性もひ

とりの人間として能力を

発揮できる機会を確保す

る必要があります。 
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